
国立大学法人山口大学職員給与支給規則

平成16年４月１日規則第48号

改正 平成17年３月24日規則第51号 平成19年３月22日規則第43号

平成22年３月30日規則第51号 平成24年３月15日規則第41号

平成25年３月26日規則第63号

（趣旨）

第１条 この規則は，国立大学法人山口大学職員就業規則（平成16年規則第41号）第

31条及び国立大学法人山口大学非常勤職員就業規則第21条の規定に基づき，国立大

学法人山口大学 以下 本法人 という の職員の給与の支給に関し必要な事項を（ 「 」 。）

定める。

（給与の支給）

第２条 この規則において給与とは，俸給，俸給調整給，教職調整給，初任給調整手

当，扶養手当，住居手当，通勤手当，単身赴任手当，広域異動手当，役職手当，職

務付加手当，特殊勤務手当，有資格者職務手当，特別貢献手当，在外勤務手当，宿

， ， ， ， ，日直手当 役職者勤務手当 義務教育等教員手当 時間外勤務手当 休日勤務手当

夜勤手当，期末手当，勤勉手当及び地域手当相当額（非常勤職員にあっては月給，

日給，時間給，住居手当，通勤手当，時間外勤務手当，夜勤手当，宿日直手当，臨

床研修手当，特殊勤務手当，有資格者職務手当，期末手当及び勤勉手当）をいう。

２ 給与は，通貨で直接職員にその全額を支払うものとする。ただし，法令又は労働

基準法（昭和22年法律第49号）第24条に基づく協定に定めるものは，これを給与か

ら控除して支払うものとする。

３ 前項の規定にかかわらず，職員から申出があった場合には，職員に対する通貨で

直接支給する金額を職員の預金又は貯金への振込 以下 振込 という の方法に（ 「 」 。）

より支給するものとする。

４ 前項の申出は，書面を学長に提出して行うものとする。申出を変更する場合につ

いても，同様とする。

５ 前項の書面には，振込を受ける預金又は貯金の口座その他振込に必要な事項（申

， ） 。出を変更する場合にあっては 変更しようとする事項 を記載しなければならない

（俸給の計算期間及び支給定日）

第３条 俸給は 一の月の初日から末日まで 以下 給与期間 という の期間分を， （ 「 」 。）

毎月１回，その月の月額の全額を支給し，支給定日は17日とする。ただし，次の場

合には，当該各号の日を支給定日とする。

(1) 17日が日曜日に当たるときは，15日

(2) 17日が土曜日に当たるときは，16日

(3) 17日が休日に当たるときは，18日



２ 給与期間の初日から引き続いて休職，育児休業，介護休業，大学院修学休業又は

停職中の職員が，俸給の支給定日後に復職又は職務に復帰した場合及び支給定日後

に新たに職員となった場合，その給与期間中の俸給は，前項の規定にかかわらず，

翌月の支給定日に支給する。

（日割計算）

第４条 職員（日給及び時間給の非常勤職員を除く。本条及び第７条から第９条まで

。） ，において同じ が給与期間の中途において次の各号のいずれかに該当する場合は

当該給与期間の所定労働日数を基準に日割計算して，俸給を支給する。

(1) 新たに職員になったとき。

(2) 昇格，降格等により俸給額に異動を生じたとき。

(3) 休職にされ，又は休職の終了により復職したとき。

(4) 育児休業を始め，又は育児休業の終了により職務に復帰したとき。

(5) 介護休業を始め，又は介護休業の終了により職務に復帰したとき。

， 。(6) 大学院修学休業を始め 又は大学院修学休業の終了により職務に復帰したとき

(7) 停職にされ，又は停職の終了により職務に復帰したとき。

（ 。）， 。(8) 退職 死亡を除く 在籍出向若しくは転籍出向したとき又は解雇されたとき

（端数処理）

第５条 勤務時間１時間につき支給する時間外勤務手当，休日勤務手当，夜勤手当及

び俸給の減額に伴う勤務時間１時間当たりの俸給額を算定する場合において，その

額に50銭未満の端数が生じたときは，これを切り捨て，50銭以上１円未満の端数を

生じたときは，これを１円に切り上げるものとする。

２ 各給与区分ごとの確定金額，期末手当及び勤勉手当の基礎額，休職者の給与とし

て支給する俸給を算定する場合において，その額に円未満の端数が生じたときは，

これを切り捨てるものとする。

３ 住居手当の月額を算定する場合において，その額に百円未満の端数が生じたとき

は，これを切り捨てるものとする。

（期末手当及び勤勉手当）

第６条 期末手当及び勤勉手当は，６月１日及び12月１日にそれぞれ在職する職員に

対して，それぞれ６月30日及び12月10日に支給する。ただし次の場合には，当該各

号の日に支給する。

(1) ６月30日又は12月10日 以下本条において 支給日 という が日曜日に当た（ 「 」 。）

るときは，支給日の前々日に支給する。

(2) 支給日が土曜日に当たるときは，支給日の前日に支給する。

（俸給調整給，教職調整給，初任給調整手当，広域異動手当，役職手当，職務付加

手当，有資格者職務手当，在外勤務手当，義務教育等教員手当及び地域手当相当額

の支給）



第７条 職員の俸給調整給，教職調整給，初任給調整手当，広域異動手当，役職手当，

職務付加手当，有資格者職務手当，在外勤務手当，義務教育等教員手当及び地域手

当相当額は，俸給の支給方法に準じて支給する。

（扶養手当，住居手当，通勤手当及び単身赴任手当の支給）

第８条 職員の扶養手当，住居手当，通勤手当及び単身赴任手当は，俸給の支給方法

に準じて支給する。ただし，これらの給与に係る事実が確認できない等のため，俸

給の支給定日に支給することができないときは，その日以後に支給することができ

る。

（特殊勤務手当，宿日直手当，臨床研修手当，役職者勤務手当，時間外勤務手当，

休日勤務手当及び夜勤手当の支給）

第９条 職員の特殊勤務手当，宿日直手当，臨床研修手当，役職者勤務手当，時間外

勤務手当，休日勤務手当及び夜勤手当は，一の給与期間の分を翌月の支給定日に支

給する。

２ 前項の規定にかかわらず，国立大学法人山口大学職員給与決定規則（平成16年規

則第47号 以下 給与決定規則 という 第25条第４項ただし書の規定により支給。 「 」 。）

する時間外勤務手当は，職員の過半数を代表する者との書面による協定の定めると

ころにより付与することができる時間外勤務代替休暇が取得されなかったことが確

定した月を一の給与期間の分とし，その翌月の支給日に支給する。

３ 職員が離職し，又は死亡した場合には，離職し，又は死亡した日までの分を支給

することができる。

（特別貢献手当の支給）

第９条の２ 特別貢献手当は，次の該当者区分に応じ，当該各号に定める日に支給す

る。

(1) 給与決定規則第21条の３第１号，第２号及び第４号の該当者 特別貢献手当の

支給が認められた日後の最初の期末手当及び勤勉手当の支給日

(2) 前号以外の該当者 ３月の支給定日

（非常勤職員の給与の支給）

第10条 非常勤職員の給与 期末手当及び勤勉手当を除く は 給与期間の月額の全（ 。） ，

額を翌月の支給定日に支給する。

（雑則）

第11条 この規則に定めるもののほか，職員の給与の支給に関し必要な事項は，別に

定める。

２ 特別の事情によりこの規則によることができない場合又はこの規則によることが

著しく不適当であると本法人が認める場合は，別段の取扱いをすることができる。



附 則

１ この規則は平成16年４月１日から施行する。

２ この規則施行の日 以下 施行日 という に国立大学法人法 平成15年法律第（ 「 」 。） （

112号 附則第４条の規定により本法人の職員となった者であって 施行日の前日に） ，

人事院規則９－７（給与等の支給）第１条の３の規定による給与の振込（以下「従

前の振込 という の申出を行って給与の振込を受けていたものが 施行日に第２」 。） ，

条第４項に規定する申出の変更を行わない場合は，施行日において，従前の振込と

同様の内容の同条第３項の申出があったものとみなす。

附 則

この規則は，平成17年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成19年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成22年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成24年４月１日から施行する。

附 則

この規則は，平成25年４月１日から施行する。


